行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領

（趣旨）
第１条　この要領は、行橋市水道事業（検針・収納・窓口）業務委託及び農業集落排水事業に係る使用料関連業務委託（以下「業務委託」という。）について、業務委託の目的、業務内容、事業者選定方式、スケジュール及び審査方法等に関し必要な事項を定めるものとする。
（目的）
第２条　業務委託は、行橋市水道事業（検針・収納・窓口）業務並びに農業集落排水事業に係る使用料関連業務（以下「業務」という。）について包括的に委託し、市民サービスの向上、業務品質の向上及び収納率並びに有収率の向上など、更なる経営の効率化を図ることを目的とする。
（業務委託内容）
第３条　業務委託の内容は、次のとおりとする。
1 水道事業（検針・収納・窓口）業務
ア　受付業務
イ　検針業務
ウ　検算業務
エ　調定・更正業務
オ　各種統計資料作成業務
カ　収納業務
キ　精算業務
ク　開栓・閉栓業務
ケ　滞納整理業務
コ　給水停止業務
サ　電算処理業務
シ　行橋市への情報提供業務
ス　納付書等の印刷業務
セ　事務引継業務
ソ　その他業務を適切に実施するため市長が必要と認める業務
2 農業集落排水事業に係る使用料関連業務
　ア　受付業務  
　イ　検算業務  
　ウ　調定・更正業務  
　エ　各種統計資料作成業務  
　オ　収納業務  
　カ　精算業務  
　キ　滞納整理業務  
　ク　電算処理業務  
　ケ　行橋市への情報提供業務  
　コ　納付書等の印刷業務　
　サ　事務引継業務
　シ　その他業務を適切に実施するため市長が必要と認める業務
（業務委託期間）
第４条　業務委託期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。
（業務委託上限額）
第５条　業務委託上限額（総額）は、４２３，８００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。）とする。ただし、各年度の業務委託上限額は、８４，７６０，０００円とする。
２　前項の金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、業務内容の規模を示すものである。
３　提案事業者は、提案見積書の金額が第１項に規定する業務委託上限額を超えないようにしなければならない。
（事業者選定方式）
第６条　事業者選定については、事業者の企画・提案内容を重視した委託先を決定するため、プロポーザル方式を採用する。
２　前項に定めるプロポーザル方式を実施するにあたり、広く企画・提案を募集するため、公募型を採用する。
（スケジュール）
第７条　業務委託の全体スケジュールについては、別表第１のとおりとする。
（参加資格）
第８条　プロポーザルへ参加を申し込む事業者（以下「参加事業者」という。）に必要とされる参加資格要件は、次のとおりとする。
⑴　「行橋市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則」に基づく市内及び市外の物品・役務有資格者名簿に登録されている者であること。
　ただし、参加申込時点において当該名簿に登録されていない者であっても、優先交渉権者となった場合には、契約締結までに当該名簿への登録を受けることを条件として参加を認める。
⑵　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号の規定に該当しない者であること。
⑶　破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。
⑷　本件に係る公示の日から受託候補者の決定までの間に、行橋市建設工事に係る指名停止措置基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。
⑸　国税及び地方税に滞納がない者であること。
⑹　給水人口４５，０００人以上の水道事業体において、水道料金等関連業務（検針業務、収納業務及び窓口業務等を一体的に実施するものに限る。）を受託した実績を有する者であること。
⑺　農業集落排水事業に係る使用料徴収業務を受託した実績を有する者であること。
⑻　当該業務委託の目的を達成するために必要な人員体制を確保し、適切に従事者を配置できる者であること。
⑼　日本国内において、水道事業の検針、収納及び受付業務並びに農業集落排水事業に係る使用料関連業務について３年以上の実務経験を有し、かつ、当該事業者と常時雇用関係にある業務責任者を配置できる者であること。
⑽　個人情報の漏えい、滅失、毀損又は改ざんの防止その他個人情報の適正な保護及び管理のために必要な措置を講ずることができる者であること。
⑾　暴力団員による不当な行為等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は役員が暴力団員でない者及び暴力団と密接な関係を有しない者であること。
（参加申込）
第９条　参加事業者は、プロポーザル参加申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、第３項に定める期間内に市長に提出しなければならない。
⑴　会社概要が分かる書類（会社設立年月、資本金、事業内容が明記されているパンフレットなど）
⑵　給水人口４５，０００人以上の水道事業体における水道料金等関連業務の受託実績（検針業務、収納業務及び窓口業務を一体的に実施したものに限る。）を確認できる書類
3 　水道関係資格の種類及び保有者数が分かる書類
4 　農業集落排水事業に係る使用料徴収業務の受託実績を確認できる書類
5 　業務に従事する従業員数及び従業員総数が分かる書類
２　前項に掲げる参加申込書及び添付書類の提出部数は、正本１部及び副本１０部とする。ただし、副本については、事業者名（提案者名）、所在地、電話番号その他提案者を特定できる情報が判別できないよう、黒塗り等の処理を施すこと。
３　応募期間は、令和８年８月３日から令和８年９月１５日までとする。
（参加資格審査）
第10条　前条第１項に規定する参加申込の審査は、別に定める水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託事業者選定基準及び行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会要領に基づき設置する行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）において行うものとする。
２　市長は、前項の審査の結果について、参加事業者に対し速やかにプロポーザル参加資格審査結果通知書（様式第２号）により通知するものとする。
（業務提案）
第11条　参加資格を有するとされた参加事業者（以下「提案事業者」という。）は、業務提案をしようとするときは、次に掲げる書類を第５項に定める期間内に市長に提出しなければならない。
２　前項の書類の作成にあたっては、次のとおりとする。
⑴　枚数は各提案事業者の任意とするが、できる限り簡潔に記載すること。
⑵　用紙サイズは日本工業規格Ａ４判とし、縦置き横書き左綴じとすること。
⑶　図表等を使用する場合においてＡ３判を用いるときは、折り込みとすること。
⑷　業務提案書に付随する資料の添付は認めない。
３　第１項に掲げる書類は、次のとおりとする。
1 　業務提案書等の表紙（様式第３号）
2 　業務提案書（様式第４号から様式第11号まで）
3 　電算システム計画書（様式第12号）
4 　電算システム関連書類（様式第13号から様式第17号まで）
5 　提案見積書（総額）（様式第18号）
４　提出部数は、正本１部及び副本１０部とする。ただし、副本については、事業者名（提案者名）、所在地、電話番号その他提案者を特定できる情報が判別できないよう、黒塗り等の処理を施すこと。
５　提案期間は、プロポーザル参加資格審査結果通知書を受領した日から令和８年１０月２０日までとする。
（業務提案書等作成要領）
第12条　業務提案書等は、別に定める行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託に関する応募要領説明書に基づき作成するものとする。
（審査方法）
第13条　業務提案書等の審査は、プレゼンテーション及び審査委員会における審査により行うものとする。
２　市長は、前項の審査の結果について、提案事業者に対し速やかに公募型プロポーザル方式結果通知書（様式第19号）により通知するものとする。
３　審査委員会における評価点については、当該提案事業者に係る評価点を記載した書類を交付するものとする。
４　業者選定に係る情報の公表については、行橋市情報コーナー設置運営規程（平成12年告示第15号）に基づき行うものとする。
（失格）
第14条　市長は、提案事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該提案事業者を失格とするものとする。
⑴　第８条に定める参加資格要件を満たさなくなったとき。
⑵　不渡手形又は不渡小切手を振り出したとき。
⑶　行橋市の指名停止措置基準に基づく指名停止の措置を受けたとき。
⑷　提出書類に虚偽の記載があったとき。
⑸　実施要領、応募要領説明書等で定める提出期限、提出場所、提出方法その他の条件に適合しない書類を提出したとき。
6 　選定の公平性を損なうおそれのある不誠実な行為を行ったとき。
⑺　提案見積書の金額（総額）が、第５条に定める業務上限額（総額）を超えたとき。
（契約締結）
第15条　第13条第１項に規定する審査の結果、優先交渉権者を決定したときは、市長は当該優先交渉権者と速やかに契約交渉を行い、契約を締結するものとする。
２　前項の規定にかかわらず、当該優先交渉権者との契約交渉が不調となった場合は、次順位の提案事業者と契約交渉を行うことができる。
（組織）
第16条　業務委託の実施に係る事務局は、環境水道部上水道課に置く。
２　業務委託に関する各種問合せ及び書類の受付その他必要な事務は、事務局において処理するものとする。
（書類の様式）
第17条　この要領の施行に関し必要な書類の様式は、市長が別に定める。
（委任）
第18条　この要領に定めるもののほか、プロポーザルの実施に関し必要な事項は、市長が別に定めるものとする。

　　　附　則
この要領は、令和８年７月１日から施行する。


別表第１
【プロポーザル方式等の全体スケジュール】基本方針策定及び契約課協議
※必要に応じ、関係各課と協議


プロポーザル審査委員会要領・実施要領策定
【Yes】
一件250万円以上の契約


【No】
行橋市工事請負業者選考委員会へ報告(７月３日)


応募要領・要求水準書等の策定　(７月中旬)

プロポーザル審査委員会　(７月下旬)
※応募要領・要求水準書等について確認


【公募型】
【指名型】
実施形式


実施の公示　(８月３日)
参加申込の受付　(８月３日~９月１５日)
指名通知の発送　(　月　日)
※併せて「参加承諾・辞退届」・「実施要領(指名業者名等、評価の基準除く)」発送




参加資格の審査(９月下旬～１０月初旬)
説明会の開催


参加資格審査の結果通知　(１０月２日)
日)
参加承諾・辞退届の受付



企画提案書応募提出期限　(１０月２０日)

プレゼンテーション及び審査委員会による審査　(１１月１３日)


審査結果の通知　(１１月２０日)　 ※優先交渉権者の決定


契約締結

様式第１号（第９条第１項関係）
令和　　年　　月　　日



行橋市長　工藤　政宏　殿

商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


プロポーザル参加申込書


行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託に係るプロポーザル方式による業者選定について、下記のとおり参加を申し込みます。


記

１　　業務名

　　　　行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託

２　　添付書類

















様式第２号（第10条第２項関係）
令和　　年　　月　　日



商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者

行橋市長　工藤　政宏　　


プロポーザル参加資格審査結果通知書


　令和　　年　　月　　日に申し込みのありました行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託に係るプロポーザル方式による業者選定につきまして、行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会において審査した結果、下記のとおり決定しましたので通知します。


記

１　　業務名　 行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託
２　　結果　　 ①貴社につきましては参加資格を有すると認められました。
　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日までに業務提案書を提出してください。
②次の理由により、貴社につきましては参加資格を有すると認められません
でした。
理由：






様式第３号（第11条第３項関係）
令和　　年　　月　　日



行橋市長　工藤　政宏　殿

商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者 氏　名
所　属
連絡先
電　話
Ｅ－mail


業務提案書


行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託の応募要領説明書等に基づき、業務提案書類一式を提出いたします。






















様式第４号（第11条第３項関係）



業務実施体制（従事者配置計画を含む）に関する提案書


応募要領説明書等を踏まえ、簡素にまとめて下さい。




































様式第５号（第11条第３項関係）



業務実施方法に関する提案書


応募要領説明書等を踏まえ、簡素にまとめて下さい。



































様式第６号（第11条第３項関係）



業務内容及び業務に対する企画・技術提案書


応募要領説明書等を踏まえ、「１．窓口業務」、「２．検針業務、調定業務及び有収率向上」、「３．水道料金の徴収・収納並びに滞納整理業務」、「４．水道事業における給水停止業務」について簡素にまとめて下さい。
































様式第７号（第11条第３項関係）



お客様サービス向上に関する提案書


応募要領説明書等を踏まえ、簡素にまとめて下さい。



































様式第８号（第11条第３項関係）



個人情報保護体制に関する提案書

応募要領説明書等を踏まえ、簡素にまとめて下さい。



































様式第９号（第11条第３項関係）



収納金の管理体制に関する提案書


要求水準書、応募要領説明書等を踏まえ、簡素にまとめて下さい。



































様式第10号（第11条第３項関係）



農業集落排水事業に係る使用料関連業務に関する提案書


実施要領第３条第２号に規定する「農業集落排水事業に係る使用料関連業務」を対象として、窓口業務、使用料の算定・調定、徴収・収納及び滞納整理業務並びにこれらに付随する業務について、簡素にまとめて下さい。































様式第11号（第11条第３項関係）



その他の提案書


応募要領説明書等を踏まえ、「１．継続的な業務改善に関する提案」、「２．雇用計画について」、「３．地域への貢献等」の順に、簡素にまとめて下さい。


































様式第12号（第11条第３項関係）
令和　　年　　月　　日




行橋市長　工藤　政宏　殿

商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者 氏　名
所　属
連絡先
電　話
Ｅ－mail


電算システム計画書


行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託の応募要領説明書等に基づき、電算システム計画書類一式を提出いたします。




















様式第13号（第11条第３項関係）



ハードウェア構成図及びシステム構成図（ネットワーク構成を含む。）







































様式第14号（第11条第３項関係）



システム構築計画（災害時等の非常時対応を含む。）







































様式第15号（第11条第３項関係）



データ移行計画





























様式第16号（第11条第３項関係）



情報セキュリティ対策







































様式第17号（第11条第３項関係）



その他、システムの安定運用及び業務効率化に資する企画・技術提案







































様式第18号（第11条第３項関係）



提 案 見 積 書


件　名：行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託

	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


提案見積額（総額）


	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


単年度換算額



上記のとおり、提出した技術提案書等に関する提案見積額を提示いたします。

令和　　年　　月　　日


行橋市長　　工藤　政宏　　殿

商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞








（注意事項）
１．額欄には、見積もった契約希望金額（消費税及び地方消費税を含む）を記載して下さい。
２．金額の記載は、アラビア数字を用い、その頭部に「￥」を記入してください。
３．書式は貴社書式で結構ですので、内訳書（要求水準書第１節―４にある業務毎）を必ず添付して下さい。
様式第19号（第13条第２項関係）
令和　　年　　月　　日



商号又は名称
所　 在　 地
代　 表　 者

行橋市長　工藤　政宏　　　


公募型プロポーザル方式結果通知書


　令和　　年　　月　　日に提案のありました行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託に係るプロポーザル方式による業者選定につきまして、行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託プロポーザル審査委員会において審査した結果、下記のとおり決定しましたので通知します。


記

１　　業務名　 行橋市水道事業（検針・収納・窓口）等業務委託
２　　結果　　 ①貴社につきましては受注候補者として決定しました。
　　　　　　　　　　　契約手続につきましては別途通知します。
②次の理由により、貴社につきましては受注候補者として決定しません
でした。
理由：






